
                                           

埼玉県介護職員資格取得支援事業（実務者研修受講料）補助金概要 

 

１ 事業の目的 

  県内の介護施設等（※別表参照）に勤務する介護職員の実務者研修の受講料を負担

した者に費用（受講料）の一部を補助して介護職員の介護福祉士国家資格取得を支援

することにより、介護職員の処遇改善及び定着を図る。 

 

２ 補助対象事業 

次の要件を満たした場合における実務者研修の受講料を補助する。 

（１）支援対象職員（県内の介護施設等に勤務する介護職員（週３０時間以上勤務する

職員に限る。））が実務者研修を修了 

（２）支援対象職員の処遇改善（給与が増額） 
 

※ 対象となる実務者研修の受講料は、補助金の交付を受けようとする年度内に受講を開始し、

修了したものであり、受講料の支払いを同一年度内に行ったものに限ります。 

（例）令和 5 年度補助金：令和 5 年 4 月から令和 6 年 3 月までに受講を開始し、修了し、受

講料の支払いを行った研修 

※ 実務者研修の受講地及び介護福祉士国家試験の受験地は、埼玉県以外の都道府県であって

も差し支えありません。 

※ 令和 2年度から、「支援対象職員が介護福祉士国家資格を取得（国家試験に合格）」の要件は

廃止されました。 

  ただし、介護福祉士国家資格の取得を条件として処遇改善が図られる場合は、国家試験に合

格することが必要になります。 

 

３ 補助額 

実務者研修の受講料の１／２（上限１０万円） 

 

４ 補助対象者 

実務者研修の受講料を負担した次の者 

（１）県内に所在する介護施設等を運営する法人 

（２）県内に所在する介護施設等に勤務する介護職員 
 
 ※ 埼玉県以外の都道府県にお住まいの方も対象となります。 

 ※ 介護施設等を運営する法人が受講料の全部を補填したときは法人が、一部を補填したときは介

護職員が補助対象者となります。 

 

５ 申請期間 

（１）実務者研修修了により処遇改善が図られる場合 

    支援対象職員が実務者研修を修了した日から期日までに申請 

  （随時受付） 

 

（２）介護福祉士国家資格の取得を条件として処遇改善が図られる場合 

支援対象職員が国家試験の受験票の交付を受けた日から期日までに申請 

 

 



 

６ 手続の流れ 

（１）実務者研修修了により処遇改善が図られる場合 

申請者等 埼玉県 

(１)実務者研修を修了 

(２)交付申請（研修修了後から期日まで） 

(４)処遇改善（給与の月額が増額） 

(６)実績報告・請求書の提出 

  (要件を満たした日からその日の属する年度の最終 

  開庁日（開庁時間内）まで) 

 

(３)交付決定 

 

(５)交付額の確定 

(７)補助金の交付（支払） 

 

 

（２）介護福祉士国家資格の取得を条件として処遇改善が図られる場合 

申請者等 埼玉県 

(１) 実務者研修を修了（※介護福祉士国家試験の実技試

験免除が認められる期日までに修了） 

(２) 介護福祉士国家試験の受験申込（８月頃） 

(３) 介護福祉士国家試験の受験票交付（12月中旬頃） 

(４) 交付申請（(3)の後から期日まで） 

(６) 介護福祉士国家試験に合格 

(７) 処遇改善（給与が増額） 

(８) 実績報告・請求書の提出 

  (要件を満たした日からその日の属する年度の最終 

    開庁日（開庁時間内）まで) 

 

 

 

 

(５) 交付決定 

 

 

(９) 交付額の確定 

(10) 補助金の交付（支払） 

               
  



別表（第２条第３項関係） 

 サービスの種別 介護施設等の種別 

１ 介護保険施設 介護老人福祉施設 

介護老人保健施設 

介護療養型医療施設 

介護医療院 

２ 指定居宅サービス 訪問介護 

訪問入浴介護 

訪問看護 

訪問リハビリテーション 

通所介護 

通所リハビリテーション 

短期入所生活介護 

短期入所療養介護 

特定施設入居者生活介護 

３ 指定介護予防サービス 介護予防訪問入浴介護 

介護予防訪問看護 

介護予防訪問リハビリテーション 

介護予防通所リハビリテーション 

介護予防短期入所生活介護 

介護予防短期入所療養介護 

介護予防特定施設入居者生活介護 

４ 地域密着型サービス 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

夜間対応型訪問介護 

地域密着型通所介護 

認知症対応型通所介護 

小規模多機能型居宅介護 

認知症対応型共同生活介護 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

看護小規模多機能型居宅介護 

５ 地域密着型介護予防サービス 介護予防認知症対応型通所介護 

介護予防小規模多機能型居宅介護 

介護予防認知症対応型共同生活介護 

 
 


